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はじめに 

 

この度、協力準備調査にて実施される設計・積算業務の適正化、効率化を図り、業務を円滑に

遂行することを目的として、協力準備調査の設計・積算マニュアルを作成するに至りました。 

 

新 JICA には、技術協力、有償資金協力、無償資金協力の３つのスキームを所管し、スキームの

統合的運用によるシナジー効果の創出が求められています。また、途上国の抱える問題に迅速に

応えるため、事前の調査から事業化への時間短縮が求められています。新しい組織での業務フロ

ーは、これらの課題を念頭に置き、随所で様々な工夫をいたしました。その中でプログラム化な

どの協力構想段階の強化と事前の調査から事業化への迅速性の向上を目的に導入されたのが協力

準備調査です。 

 

協力準備調査は、プロジェクト／プログラム形成調査、従来開発調査の一貫として実施してい

たフィージビリテイ・スタディ調査(F/S)、無償資金協力の事前の調査として実施されていた基本

設計（B/D）調査、有償資金協力の案件形成促進調査（SAPROF）及びその他事業の準備に関連する

調査などと関連の強い調査です。このうち、本マニュアルは、主に従来の F/S 及び B/D に関わる

設計・積算業務を対象としていますが、設計から積算までの基本的作業フローは共通であり、設

計・積算を行うあらゆる調査の参考として活用できるものと考えています。 

 

本マニュアルは、代表的セクターの標準的案件を想定して取りまとめているため、活用にあた

っては、各章で記述している項目を斟酌しながら、各プロジェクトの特性に応じ、適正な成果が

得られるように努めることが望まれます。  

 

 設計・積算の結果が資金協力の審査の対象になる場合には、想定される資金協力の制度・枠組

みを設計・積算の前提条件として考慮する必要があります。なお、資金協力の制度や枠組みは、

実施上の課題の改善や質の向上を目的として今後も見直される可能性があり、その際は本マニュ

アルも必要な改定を行うことになります。また、本マニュアルを踏まえて実施された設計・積算

結果は、当該途上国が資金協力要請等を行うに際し活用されることが期待されております（ただ

し積算価格は、市場競争等を経る実際の調達価格に該当するものではありません）。 

 

  本マニュアルは、広く関係者の意見などを反映しながら作成いたしましたが、当面の間試行

的な位置づけとすることにより、さらに実務との整合性の確認等を図る予定です。本マニュアル

が有効に活用されることにより、今後の協力準備調査での設計・積算の業務が円滑に遂行される

ことを期待します。 

 

 

2009 年 3 月 

                 企画部 
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第１章 総論 

 

1.1 概要 

 

本マニュアルは、協力準備調査において実施する設計及び積算の考え方を示すものであり、

設計、積算業務の適正化、平滑化を図り、業務を円滑に行うことを目的とする。協力準備調査

は、技術協力、有償資金協力、無償資金協力の 3つのスキームを所管する新 JICA の業務フロー

の中で、新たに設けられた調査であり種々の調査からなる。これらのうち、本マニュアルは、

従来のフィージビリテイ調査(F/S)、無償資金協力の基本設計調査(B/D)における設計及び積算

を主な対象とする。 

 

これらの調査は、基本構想・計画作成から実施・運営までのライフサイクルを踏まえた適正

な事業の実施のあり方を開発途上国関係者に示すキャパシティ・ディベロップメント支援とし

ての側面もある。その中で設計・積算は計画の技術的健全性を実証し、事業の適正規模や実現

可能性を判断する上で不可欠の情報を提供するものであり、計画策定・意思決定・事業に向け

た準備の側面から重要なステージとして位置付けられる。このステージで開発途上国関係者が

計画内容の価値を理解し自身の計画としての準備を開始することができるかどうかは、その後

の事業展開、自立発展性の確保に大きな影響を与えることになる。このステージを適正に遂行

するためには、設計・積算に関し一定の必要情報が盛り込まれることが重要であり、今回のマ

ニュアルには、設計・積算作業の標準的な内容・項目とは何かを整理し、明確にしておきたい

という狙いがある。また、従来の調査でも取り入れてきた、先方のカウンターパートとともに

考えながら、協働で作業を行うというアプローチについては、引き続き自立発展性の確保より

重要である点、留意する必要がある。 

 

本マニュアルの構成は、設計・積算に必要な調査・計画、設計、積算、成果品の項目からな

り、設計、積算を行う上での、留意すべき共通事項、代表的セクターの留意事項について記載

した内容となっている。しかしながら、個々のプロジェクトの内容は多様であり、すべてを網

羅している訳ではないため、本マニュアルの内容を斟酌しながら、プロジェクトの特性に応じ、

必要な事項を選択・補足しながら作業を進める必要がある。 

 

積算については、積算の目的や対象物の特性、条件などを総合的に検討し適正な方法を選択

することが必要である。したがって、本マニュアルでは、積算の考え方、積算を行う上で確認

しておくべき事項、積算作業として網羅すべき内容などを提示することを中心としており、具

体的な積算方法の詳細については記載していない。積算は資金協力の種別により、それぞれの

制度・制約条件に見合った内容とする必要がある。そのため、標準的な積算を適宜、選択・補

足するなどして、各資金協力の審査に適した水準での積算内容にしていく必要がある。また、

本マニュアルでは、必要に応じ資金協力の種別に応じた補完・対応方法についての留意事項に
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言及しており、積算者はマニュアルに示される留意事項を踏まえながら、各資金協力の求める

水準、内容を満たすよう積算作業を行う必要がある。 

 

第５章には、設計及び積算の作業の結果作成される成果品の内容と設計総括表、積算総括表

等の標準書式及び記入事例を提示した。 

 

本マニュアルは、あくまでも協力準備調査における設計と積算の部分を取り扱ったものであ

り、調査報告書の内容を規定するものではない。 本マニュアルに準じて作成された図面、総

括表類は、調査報告書の一部になるが、調査全体の内容、設計や積算の水準、調査報告書を含

む調査業務の成果品の内容は、個々の業務の特記仕様書にて定められるところに従う必要があ

る。また、資金協力における契約額の妥当性は、市場における競争等により担保されるもので

あり、本マニュアルに沿った設計・積算は落札価格の妥当性を判断するためのものではない点、

留意が必要である。 

 

無償資金協力については、すでに、調査のための報告書マニュアルや概要資料作成のための

マニュアルが提示されており、成果品を作成する際には、特記仕様書に加えて、これらのマニ

ュアルを参照する必要がある。また、従来活用されてきた「無償資金協力案件に係る概算事業

費積算マニュアル（土木編、建築編、機材編）」のうち、機材編については、当面の間、そのま

ま活用するが、土木編と建築編については参照する補完編としての位置づけとすることにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1   JICA 担当部署と協力準備調査の設計・積算マニュアルの位置づけ 
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図 1.2 協力準備調査の設計・積算マニュアルとその他ガイドライン類との関係 

 

なお、JICA の担当部署と協力準備調査の設計・積算マニュアルの位置付けは、図 1.1 に、

また、協力準備調査の設計・積算マニュアルとその他ガイドライン類との関係は、図 1.2 に示

した。 

 

設計・積算マニュアルは、受託業務として実際に設計や積算を行うコンサルタント企業の参

照資料であると共に、JICA が調査業務を発注する場合の計画作成や実施中案件の設計・積算内

容確認作業の参照資料として位置づけられる。本マニュアルを双方で共有することにより、設

計・積算における両者の理解の食い違いを防止し、設計・積算の品質の確保を図っていく狙い

がある。 

 

図 1.3 は、協力準備調査 設計・積算フローを示したものである。設計・積算の作業から作

成される設計及び積算総括表は、品質確認のための重要な成果品の一部である。概略事業費の

精度は設計から積算にいたるまでの一連の作業の結果でてくるものであり、設計・積算の条件

と結果を適切に確認することが重要である。総括表はその確認作業を円滑に行うためのもので

ある。また、開発途上国における設計・積算の条件は、個々に異なり多様であるため、個々の

案件から得られる情報やデータの蓄積が将来に向けた設計・積算の向上には不可欠であり、総

括表はそのための情報整理・蓄積の有益なツールである。 

協力準備調査の
設計・積算マニュアル

協力準備調査で実施される
設計・積算に求められる

内容、基本書式、基本成果品
などの提示

概算事業費積算概要資料

基本設計調査概要資料

基本設計調査報告書
作成ガイドライン

B/D報告書の作成方法、
網羅すべき内容を提示

基本設計調査概要資料
作成ガイドライン

概要資料の書式、作成
にあたっての留意事項を提示

特記仕様書

案件別調査内容・
成果品を提示

基本成果品

設計総括表
積算総括表

図面
設計・積算関連資料

協力準備調査のガイドライン

協力準備調査全体の枠組み、流れ、
留意事項などの提示

注）ガイドライン類及び成果品の名称は
現在の呼称であり、今後変更し得る

無償資金協力案件の
概算事業費積算ガイドライン

（土木編、建築編）

積み上げ方式を基本とする
積算手順、計算式などを提示

補完的マニュアル

従来のガイドラインを一部修正し補完的マニュアルとする

無償資金協力
案件の概算事業費
積算マニュアル

（機材編）

無償資金協力
案件の概算事業費
積算ガイドライン

（機材編）

新たに作成したマニュアル

既存のガイドライン類

協力準備調査報告書
（旧F/S報告書）

協力準備調査報告書
（旧B/D報告書）

当面現在のもので運用するが将来的には一部修正し補完的マニュアルとする

協力準備調査での設計・積算
に関連する成果品
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図 1.3 協力準備調査 設計・積算フロー 

 

 

1.2 活用範囲 

 

本マニュアルは、主として、協力準備調査として実施される従来のフィージビリテイ調査(F/S)、

無償資金協力の基本設計調査(B/D)の設計・積算業務に適用する。但し、無償資金協力に係わる従

来の基本設計調査（概略事業費（無償）の算出）については、本マニュアルを活用する他、『協力

準備調査 設計・積算マニュアル 補完編 （土木分野、建築分野）及び機材編』を、コミュニ

ティ開発支援無償資金協力については、『コミュニティ開発支援無償資金協力案件に係る概略事業

費積算マニュアル（学校建設編）（試行版）』を参照するものとする。 

調査

計画

設計

積算

成果品

データ・情報収集、文献調査、
自然条件調査、現地踏査、

調達事情調査など

基本条件整理、
基本検討（配置、規模、グレード、

形式、代替案比較など）、
その他関連する検討

設計条件整理・設定、
設計（構造検討、構造計算、

図面作成、設計数量・
材料整理など）

積算条件整理、施工・調達計画、
積算数量整理、単価設定、

概算事業費積算

設計総括表、
図面

積算総括表

情報の蓄積過去の実績検証

単価（材料、労務、
機械、工種別など）、
その他調達事情

関連情報

設計概要（設計諸数
値・条件、形式、構造、

照査など）、
その他設計関連情報

報告書等設計・積算結果を反映し、
目的に応じて

F/S、B/Dなどの報告書作成

設計・積算内容審査

設計総括表、積算総括表を
ベースに設計・積算実施者
から説明を受け、質疑応答
を含め内容の確認を行うと
共に、過去の実績データなど
によりマクロな検証を行う
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図 1.4 にマニュアルの構成を、また、表 1.2 に調査・設計、積算区分と各種ガイドライン等

の活用範囲を示す。 

 

なお、個別プロジェクトに係る概略設計調査の成果品の作成にあたっては、別途 JICA が提示す

る調査業務に係る特記仕様書及び各種ガイドライン等を参照する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  注）フィージビリティ調査であっても積み上げによる積 

                    算を行う必要のあるプロジェクトコンポーネント等 

                    がある場合については、補完編も適宜参考として活   

 用できる 

 

図 1.4 マニュアルの構成 

 

設計・積算マニュアル

（本編） 

協力準備調査 設計・積算マニュアル

補完編 （土木分野） 

調査・計画

設 計

積 算

協力準備調査 設計・積算マニュアル

補完編 （建築分野） 

協力準備調査 設計・積算マニュアル  

機材編 

コミュニテイ開発支援無償資金協力案

件に係る概略事業費積算マニュアル

（学校建設編）（試行版） 

補完
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表 1.2 調査・設計、積算区分とマニュアルの活用 

注）フィージビリティ調査であっても積み上げによる積算を行う必要のあるプロジェクトコンポ

ーネント等がある場合については、補完編も適宜参考として活用できる 

 
1.3 活用工事及び工種 

 

本マニュアルの主な適用工事及び工種は、以下の通りである。 

 

（１） 一般土木工事 

（２） 道路・橋梁・トンネル工事 

（３） 鉄道工事 

（４） 河川・海岸・砂防工事、ダム工事 

（５） 上水道・下水道工事 

（６） 港湾・漁港関連工事 

（７） 空港工事 

（８） 農業開発、農村開発等に係わる工事 

（９） 治山・林道工事 

（１０） さく井工事 

（１１） 電力・通信設備工事 

（１２） その他の土木工事 

（１３） 建築工事全般（設備関係工事を含む） 

 

 

1.4 コンサルタントの役割 

 

コンサルタントは、個別プロジェクトの契約書（特記仕様書を含む）に基づき、所定の仕様で

の設計・積算業務を行なう。業務は、コンサルタントとしての技術的専門性と経験を活かし、ま

た本マニュアルを含む関連するマニュアル等を参照しながら遂行する。 

フィージビリテイ調査 無償資金協力の場合 

 

 

マニュアルの種別 

計画 設計 積算 計画 設計 積算 

協力準備調査 設計・積算マニュアル （本編） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

補完編 （土木分野、建築分野）      ○ 

機材編      ○ 

コミュニテイ開発支援無償資金協力案件に係る概

略事業費積算ガイドライン（学校建設編）（試行版）

     ○ 
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1.5 設計と積算の整合 

 

設計と積算との整合を図り、事業費を適切に算出する。 

 

1.6 設計基準及び積算基準等 

 

設計基準及び積算基準類は、原則として、先方政府のものを使用するが、適切な基準がない場

合には、日本の基準もしくは国際基準を参照する。表 1.6.1 に主な日本の設計基準等を、表 1.6.2

に主な日本の積算基準等を示す。 

 

表 1.6.1  主な日本の設計基準等 

 

NO. 名 称 編集、発行所等 

1 道路橋示方書（各種） 日本道路協会 

2 道路構造令の解説と運用 日本道路協会 

3 道路土工指針（各種指針） 日本道路協会 

4 舗装の構造に関する技術基準・同解説 日本道路協会 

5 舗装設計施工指針 日本道路協会 

6 杭基礎設計便覧 日本道路協会 

7 コンクリート道路橋便覧 日本道路協会 

8 土質調査法 土質工学会 

9 土質試験の方法と解説 土質工学会 

10 トンネル標準示方書・同解説（各種） 社団法人 土木学会 

11 コンクリート標準仕様書 社団法人 土木学会 

12 港湾施設技術基準・同解説 日本港湾協会 

13 漁港漁場の施設設計の手引き 全国漁港漁場協会 

14 漁港構造物標準設計法 全国漁港漁場協会 

15 河川砂防技術基準(案) （各種基準案） 国土交通省 

16 河川管理施設等構造令 日本河川協会 

17 ダム設計基準 日本大ダム会議 

18 多目的ダムの建設 全国建設研修センター 

19 土地改良事業計画設計基準 農林水産省 

20 土地改良事業計画作成便覧 農林水産省 

21 JISハンドブック（各種） 日本規格化協会 

22 水道施設設計指針 日本水道協会 
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NO. 名 称 編集、発行所等 

23 下水道施設計画・設計指針と解説 日本下水道協会 

24 建築基準法 国土交通省 

25 建築構造設計基準 国土交通省 

26 IEC(国際電気標準会議)標準規格 国際電気標準会議（IEC） 

27 日本電気学会 規格調査会（JEC） 日本電気学会規格調査会（JEC） 

28 日本電気工業会標準規格（JEM) 日本電気工業会 

29 廃棄物最終処分場整備の計画・設計要領 全国都市清掃協会 

30 廃棄物最終処分場新技術ハンドブック 最終処分場技術システム研究協会

 

 

表 1.6.2 主な日本の積算基準等 

   

NO. 名 称 編集、発行所等 

1 国土交通省土木工事積算基準 国土交通省 

2 国土交通省建築工事積算基準 国土交通省 

3 土地改良工事標準積算基準 農林水産省農村振興整備部 

4 水道事業実務必携 全国簡易水道協議会 

5 国土交通省下水道工事積算基準 国土交通省都市・地域整備局下水道部

6 港湾土木請負工事積算基準 国土交通省港湾局 

7 空港土木請負工事積算基準 国土交通省航空局 

8 航空無線工事積算基準 国土交通省航空局 

9 橋梁架設工事の積算 (社)日本建設機械化協会 

10 森林整備必携治山・林道設計編 森林科学研究所 

11 国土交通省機械設備工事積算基準 国土交通省総合政策局建設施工企画

課 

12 建設機械等損料算定表 国土交通省総合政策局建設施工企画

課 

13 船舶及び機械器具等の損料算定基準 国土交通省港湾局 

14 関係各省庁・独立行政法人・特殊法人制定の

積算関連基準 

都市再生機構、日本下水道事業団等の

機構、公団、事業団等。 

15 建設工事標準歩掛 財団法人 建設物価調査会 

16 工事歩掛要覧 財団法人 経済調査会 
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1.7 用語の定義 

 

１）概略事業費 

概略設計の結果に基づく概略の事業費で、事業の実現可能性の検証や実施の意思決定、資

金協力の審査などを目的として算出される。協力準備調査では、種々の目的で積算を行うこ

とになるため、明確化のために区別が必要な場合は、例えば「概略事業費(無償)」のような

表現を使うものとする。 

 

２）概略設計 

プロジェクトの対象施設等の概略の配置、形状、規模、機能、強度、耐久性などを決定す

ることを目的に行う設計。従来のフィージビリテイ調査で行なわれる設計、コミュニティ開

発支援無償の実施を前提として行なわれる『概略設計調査』の『概略設計』、及び無償資金

協力を前提とした調査で行なわれる従来の『基本設計』も広く概略設計として捉える。明確

化のために区別が必要な場合は、例えば「概略設計(無償)」、「概略設計（コミ開）」のよう

な表現を使うものとする。 

 

３）協力準備調査 

案件実施準備段階の機動性・迅速性を確保すると共に、３スキーム（有償、技協、無償）

の相乗効果を発現するために、協力プログラムの形成と、個別案件の発掘・形成および妥当

性・有効性・効率性等の確認を行う調査。 

従来の①プロジェクト形成調査、②無償資金協力の事前の調査（予備調査、基本設計調査

等）、③開発調査の一部（フィージビリティ調査など）、④案件形成促進調査（SAPROF）、⑤

その他事業の準備に関連する調査、に相当する。 

 

４）基本計画 

事業（プロジェクト）の全体像を構築する時系列において、その事業の主要な要素・諸元

を決定する段階を指す。また場合によって、それら決定された要素・諸元からなる計画の全

体像自体を指し、すなわちプロジェクトの基本方針、基本構想に基づき全体のアウトライン

を示した計画を意味し、概略設計のベースとなる。 

 

５）（無償資金協力の）事前の調査 

E/N 締結後を無償資金協力の本体事業とするのに対し、本体事業の前に JICA が実施する調

査の総称で、従来の予備調査、基本設計調査（B/D）、コミュニティ開発の概略設計調査（O/D）

のことを示す。E/N、G/A 後のコンサルタント契約に基づく実施設計以降に行う業務は本体事

業になる。従来の開発調査の業務範囲（Scope of Work）を合意する目的で行う事前調査とは

異なる。 
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６）（無償資金協力の）事業化調査 

無償資金協力の事前の調査を実施してから、本体事業実施の間に何らかの理由により、数

年の時差が生じたプロジェクトに対して、現地事情を再度確認し、計画・設計の内容及び積

算等について見直しする調査。本体事業実施が遅れた理由如何により、調査内容は異なる。 

７） 実施設計（詳細設計） 

事業の実施を前提に具体的な施設を建設、調達することを目的として行う設計。 
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第２章 調査・計画 

 
2.1 概要 

 

本章では、基本構想、基本計画、施設計画を策定するため、社会条件調査、セクター別実態

調査、自然条件調査及び調達事情調査等の基本的な考え方を提示する。なお、プロジェクトに

より調査すべき項目が異なること、目的や実施する内容により各調査項目の調査レベルが異な

ることを念頭において、各プロジェクトに必要な項目を選択することとする。 

 プロジェクトの事業としての妥当性については、設計・積算の結果得られる事業コストや便

益などの情報も考慮しながら、技術的フィージビリティ、事業インパクト、経済・財務分析、

環境社会配慮、相手国側のキャパシティ・アセスメントなどの項目の総合評価により検証する

必要がある。本マニュアルは、協力準備調査で行われる設計及び積算の内容の部分を定めるも

のであり、プロジェクトの事業評価については、別途定める協力準備調査のガイドラインを参

照することとする。 

  

 

2.2 社会経済条件調査 

 

（１）法制度・政策、上位計画・関連計画 

当該セクターの法制度・政策、上位計画の位置づけや、要請プロジェクトに関連する地

域開発計画、または、セクター開発計画について、その概要、達成目標と実施状況につい

て調査し、当該プロジェクトの位置づけを明確にする。また、PRSP（Poverty Reduction 
Strategy Papers） NAPA(National Adoption Program Action)等、ドナー間の調整の枠組みや戦

略が策定されている場合には、これらの内容とプロジェクトの関係について整理する。 

 

（２）社会・経済状況 

行政区分、人口（年齢構成、増加率、貧困率を含む）、産業構造、1 人あたり GDP、識字

率就学率、保健衛生状況、家計収入・支出、民族、風習、宗教等調査する。その他、物流

等の広域開発事業及び国境をまたぐ事業（クロスボーダープロジェクト）に関しては、当

該プロジェクトに関係する国、圏域に関する必要事項を調査する。 

 

（３）財政状況 

当該プロジェクトの財政状況及び予算等を調査する。また、先方政府の負担事項、維持管

理費等の支出支弁に関する予算確保の可能性について調査する。 

 

（４）他ドナーの援助動向 

上位計画、または、セクターの計画に含まれる他のドナーや国際機関が実施しているプロ

ジェクト、または、準備中の類似プロジェクト及び関連プロジェクトについて、以下の事項

を調査する。①実施年度、②実施機関、③期間、④プロジェクト名、⑤事業費、⑥援助形態

（技協、無償、有償）、当該プロジェクトが上位計画の目標に果たす役割等。なお、他ドナ

ーの協力プロジェクトと当該プロジェクトが重複していないことを確認する。 

 

（５）類似プロジェクトの調査 

類似プロジェクトの設計・積算及び事業の実施方法に関する調査を行う。類似プロジェク

トの情報は、現地の実情の把握や当該プロジェクトの設計・積算を検証する上での参考とな

る。  
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2.3 セクター別実態調査  

 

社会経済条件自然条件の調査のほか、調査対象セクターの現状、将来の動向及び将来計画

について把握する。セクター別実態調査の内容（参考資料）は表 2.2 に示すような項目が挙

げられるので、適宜、設計に反映する。 

 

 

表 2.2 セクター別 実態調査内容（参考資料） 

 

セクター（工種） 実態調査の内容 
(1) 交通 

（道路・橋梁） 

 

 

 

・ 交通流調査（交通量調査、速度調査、交差点交通調査、渋滞状況の調査、車両挙

動調査） 

・ 交通流動調査（コードンライン調査、スクリーンライン調査、PT 調査、自動車 OD

調査、貨物流動調査） 

・ 道路インベントリー調査（沿道の土地利用状況、道路施設の健全度・安全性） 

・ 対策必要箇所の把握（ボトルネック、渋滞状況、事故多発箇所、交通事故件数、

駐車車両状況調査） 

・ 交通関連統計調査（自動車登録台数、競合モードの整備状況・利用状況、道路延

長）  

 

交通量調査の留意点：  

交通量は、年間の変動が考えられるため、年間データ（フェリー渡河台数、通行料収

入等を元に推算する方法もある)と併用する。交通量調査実施時期は休日・祝祭日を考

慮して、特異とならないよう注意する。 

(2) 交通 

（鉄道） 

 

 

 

・ 鉄道ネットワーク（延長、軌間、電化状況、車両数）、運行管理システム 

・ 輸送需要（旅客、貨物） 

・ 輸送能力、輸送状況（最高速度、表定速度、列車本数、編成長、線路容量、運行

率、速達性、保守上代、稼働率） 

・ 鉄道施設の状況（土木、軌道、信号通信、電気、車両） 

・ 保守検査体制 

・ 鉄道経営体制（運行安全性、組織、財務状況、経営努力、投資計画、教育訓練）

(3) 交通 

（港湾・空港プロジ

ェクト） 

 

・ 入出港船舶タイプ、船級分布、船舶入出港数、取扱貨物量、貨物タイプ、トラン

シップ率、車種別交通量（陸上部分）、荷役能率、既存施設・機材の健全度、安全

性、維持管理状況、運営管理システムについて調査する。 

・ 航空機離発着数、貨物量、旅客数、トランスファー・トランジット数、既存施設

の健全度、安全性について調査する。 

・ 将来の貨物量、旅客数の把握にあたっては、物流業者、船社、航空会社、施設利

用関連企業調査の実施等も検討する。 

(4) 給水 

（村落給水プロジェ

クト） 

 

・ 給水需要人口・増加率 

・ 給水水質・水量、給水原単位 

・ 水の需要状況およびそれに伴う変動状況（水位、水質） 

・ 対象水源の利用範囲、給水範囲（エリア） 

・ 水因性疾患状況 

・ 安全な水へのアクセス状況 

・ 給水施設（井戸・ポンプ・タンク・配管）の現状と維持管理体制（料金設定と負

担方法、水管理委員会、修理人、民間会社委託等） 

・ 水利用料金あるいは負担方法 

・ 給水施設データベース・台帳整備状況 

・ 水源保護の状況 

・ 使用ポンプの状況（標準型、スペアパーツの流通状況） 

・ 施設や設備への水質の影響 

・ 女性と児童の水汲み労働への関与度 

・ 地下水開発関連コンサルタントの有無 

・ 現地深井戸建設企業の有無、能力 

・ 深井戸建設成功率 
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セクター（工種） 実態調査の内容 
・ 地下水開発関連法令 

・ 深井戸建設、村落給水施設設計基準 

(5)上水道（都市給水

プロジェクト） 

 

 

1）給水計画・経営方針 

・目標水道普及率、目標給水原単位 

・計画給水区域 

・経営収支状況、料金徴収制度 

2）既存水道システムの状況 

・給水区域、給水人口・水道普及率 

・給水原単位、無収水率、負荷率、時間係数 

・水道メーター設置率 

・給水時間、給水圧、給水水質 

・水源水量（水利権、地下水腑存量等） 

・水源水質、浄水方式 

・取水方法、取水施設状況 

・配管状況（導・送・配・給水管） 

・その他の導・送・配水施設（含配水池容量） 

・運転維持管理状況 

・電力の供給状況 

3）その他関連事項 

・下水道整備状況 

・農業・産業用水状況 

(6)下水道 

 

1)下水道整備・経営方針 

・下水道整備計画区域 

・経営収支状況、料金徴収制度 

2）既存下水道システムの状況 

・処理水質 

・処理人口、流入量 

・処理場位置、処理方式 

・放流先の現状 

・し尿・腐敗槽 

・運転維持管理状況 

・電力の供給状況 

3)衛生状況 

・浸水被害、水質汚濁及び利水障害、公衆衛生及び健康被害 

(7) 水資源 

（河川・地下水） 

 

1) 水資源の状況 

・ 水資源の需要供給状況 

・ 開発可能量および水資源賦存量の変動状況（水資源量、水質） 

・ 河川水・地下水等各対象水資源の利用状況（面積・戸数・人口） 

2) 河川の状況 

・ 水系、小流域界、 

・ ダム・堰・揚水等による水利用状況 

・ 河川水位、河川流量、水質、降水量、 

・ 取水地点、河川水の利用状況（面積・戸数・人口・送水方法） 

3) 地下水状況 

・ 地下水需要状況およびそれに伴う変動状況（地下水位、揚水可能量、水質）、 

・ 地下水の利用状況（面積・戸数・人口）、 

・ 対象地下水の供給可能範囲（面積・戸数・人口） 

地下水利用方法（カナート・井戸・泉等） 

(8) 防災 

 

1) 防災担当機関の設置状況 

・ 国全体の防災に関する計画 

・ 関連省庁・地方自治体を調整する機関の有無、活動内容 

・ 緊急時通信設備、備蓄倉庫等の保有設備・施設 

・ 過去の災害記録の保管・管理状況 

2) 河川防災 

・ 洪水・土石流被害の状況（洪水・土石流の規模・頻度・被害<死傷者・物的被害>・

被害範囲） 
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セクター（工種） 実態調査の内容 
・ 河川形状（平面・縦横断面） 

・ 河道流下能力 

・ 堤防・水門・放水路等河川構造物の設置の状況 

・ 雨量計・水位計・テレメータ等の警報システムの設置状況、維持管理の状況 

・ 災害時の避難・誘導システム又は、計画（連絡網、避難路、避難場所） 

3) 斜面防災 

・ 地すべり・崩壊等の斜面災害の状況 

・ 対象斜面の地質・被覆状況、斜面の土地利用状況 

・ 砂防堰堤等の対策工の施工状況 

・ 伸縮計・傾斜計・テレメータ等の警報システムの設置状況 

4) 地震防災の状況 

・ 過去の地震災害の状況 

・ 地形・地質・地盤状況 

・ 地震計・テレメータ等の警報システムの設置状況 

・ 消化設備・避難路・避難場所の整備状況 

・ 耐震性からみた建築物、産業施設、ライフライン等の状況 

・ 津波被害の状況、津波観測機器(ブイ等)設置状況 

5) 風害、サイクロン等、その他の気象災害 

・ 過去の気象災害の状況 

・ 気圧計／風速計／降雨計／レーダー等の警報システムの設置状況及び保管管理状

況 

6) 海岸の状況 

海岸浸食の状況（侵食速度、侵食範囲）及びそれに伴う侵食被害の状況（移転戸

数、観光客の減少、消失耕作地面積、鉄道・道路の影響、浸水） 

・ 堆砂の状況及びそれに伴う堆砂被害の状況 

・ 海岸の利用内容（観光資源、漁業資源、景観等） 

(9) 農業 

（灌漑プロジェク

ト） 

 

1) 経済立地調査 

・ 経済的立地条件、生産要素（土地、労働、資本）の受給、価格条件、産業構造 

2) 農業構造調査 

・ 農業経営構造（土地所有状況を含む）、所得構造、流通構造、 

3) 営農立地調査 

・ 圃場条件、農業気象、耕種技術、水害干害等の農業被害、生産阻害要因の種類と

分布、土地生産力の現況と改善 

4) 現況土地利用調査 

・ 各種土地利用規制、土地利用計画、地域の開発振興計画調査、農地の作付方式や

作物別作付面積の現況および動向 

５）水資源の状況（河川・地下水）にかかる調査（（5）水資源の状況（河川・地下水）

を参照） 

６）現況水利用調査 

・水利用状況、水利慣行、水利施設の現状と維持管理状況 

(10) 電力 

（電力プロジェク

ト） 

 

・ 電力セクター改革、民営化の状況と今後の予定 

・ 電力需給計画(電源開発、送変電、地方電化等策定状況) 

・ 配電人口、電力原単位量 

・ 電力需要の状況ならびに電力供給上の課題の把握 

- 統計的指標（配電人口、既存施設の発電量、電化率、再生可能エネルギーの普

及状況等） 

- 既存電力設備の状況（稼働率、老朽度、ロス率、設備利用率、運用状況等） 

- 消費者の電力使用状況（使用目的、月別／年別使用量、負荷率、力率、家電製

品導入状況等の生活水準等） 

・ 電力需要予測 

- 消費者の電力使用状況、過去の電力供給状況等 

- 今後予想される需要の伸び 

・ 電気料金制度 

・ エネルギーバランスの現状及び将来計画 

※電力需給の課題に対する適切な解決策を講じられるよう留意する。 

・ なお、外国への売電等を主目的とした発電所建設においては、周辺諸外国におけ
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セクター（工種） 実態調査の内容 
る電力需給状況を適切に把握する。 

(11) 教育 

 (学校プロジェク

ト) 

 

・ 教育の現状（要就学者数、現就学者数、総就学率、純就学率、留年・退学率、通

学時間、教員数、人口動態などの基礎指標） 

・ 就学率に影響を与える要因 

・ 学校教育（教育課程、カリキュラム、学校数、） 

・ 既存の学校数及び学校の状況（１教室当り生徒数、標準施設、標準機材、標準設

計） 

・ スクールマッピング、既存施設の健全度、 

教員養成（新規教員養成、現職教員研修、教員（人数・質）） 

(12) 保健医療事情 

（病院プロジェク

ト） 

 

・ 保健の現状（疾病状況、出生率、各種死亡率、各種罹患率、人口動態、年齢構成

などの基礎指標） 

・ 既存病院（位置、診療科目、標榜科目、患者数、病床数、医師数、看護士数） 

・ 医療従事者養成（カリキュラム、学校数、現職医療従事者研修） 

・ 保健・医療施設状況（位置、規模、標榜科目、患者数、病床数、医師数、看護士

数、配置機材） 

(13) 

廃棄物事情(廃棄物

最終処分場プロジェ

クト) 

 

・ ごみ処理現況（ごみ処理体制（行政組織、予算、人員等）、ごみ処理体系（分別区

分、処理主体、処理方法等）、発生抑制・資源化状況、排出ごみ量・ごみ質、処理・

運搬、中間処理、最終処分、ごみ処理経費・料金徴収等） 

・ 処分場の詳細現況（数、位置、規模、タイプ（衛生埋立、嫌気・好気性等）、埋立

対象ごみ、処分場配置機材、運営・運転状況、ウエイストピッカーの有無・状況

等） 

 

 

 
2.4 自然条件調査 

 

地形・地質、土質、水理地質、地盤の性状等について調査し、基本計画・概略設計の基礎資料

とする。なお、これらの調査内容、調査項目ついては、各セクターで作成している調査要領、技

術基準類を参照するものとする。 

 

 

2.4.1 地形調査 

対象地域の地形図、航空写真、衛星画像等の資料を収集し、整理する。 

 

2.4.2 測量調査 

基本計画、概略設計に必要な測量調査（平面測量、縦断測量、横断測量等）を実施する。

測量図の縮尺は、プロジェクトの特性、計画施設の内容、使用目的等を考慮して設定する。 

   

2.4.3 土質・地質調査 

協力準備調査段階での土質調査は、構造物の建設地点の地盤を構成する地層について、総

括的な性状を知るために行うものであり、建設地点、構造物の基礎形式、概略の寸法、本調

査の方針等、計画の基本を決めるための調査である。主な調査内容を以下に示す。 

 

（１）既往の調査資料の収集 

調査区域付近で行ったボーリング調査、または、井戸掘削などの資料を調査し、収集す

る。このような資料を収集するだけで、大略の地盤構成を知ることができるので、予備調

査においては、ボーリング調査などに着手する前に、既往の地質資料の調査を行う。 

 

（２）既存の構造物の調査： 

調査区域の近傍に構造物がある場合には、その構造物の基礎形式、その構造物の沈下
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や傾斜などの変状の有無を調査することによって、大略の地層の構成を推定できるほか、

基礎形式の選定の際の参考となる。 

 

（３）地表地質調査 

地表地質調査では、露頭などに見られる自然現象を推定する。 

 

（４）ボーリング、テストピットなどによる調査 

既往の調査の結果を採取資料から確認するために行う調査、及び新たに土層を確認す

るための調査を行う。 

 

2.4.4 気象・水文調査 

気象・水文調査に関しては、年間を通じたデータが必要となることが多く、基本的に既存

データを用いるケースが多いが、必要に応じ現地調査を実施する。また、橋梁・鉄道、防災

関連案件等、気象による影響を受ける案件についてはその精度について留意する。 

  

（１）気象 

気温、湿度、降水量、風力・風向・風速、蒸発散、日照時間、日照量、積雪深、地下

浸透量等の資料の入手。 

 

（２）水文調査 

  河川：水文データのインベントリー調査、降水量、河川水位、河川流量、水質、河床材料等

の調査を行う。 

地下水：水理地質、帯水層、地下水位、帯水層の透水係数、揚水可能量（揚水試験）、水質調

査等の調査を行う。 

 

2.4.5 海岸調査 

   海岸調査は、以下に示すような調査を適宜行う。 

 

（１）沖波、台風(ハリケーン、サイクロン)履歴、静穏度、漂砂・堆砂土砂 

 

（２）海岸地形（海浜勾配、汀線の形状、護岸、自然海浜、磯、砕波線の位置、河口砂州の形

状）、波浪、海岸流、海底地形、漂砂、底質、河川からの供給土砂、潮汐、水質、海岸侵食

の状況（侵食速度、侵食範囲、侵食被害等）、海岸背後の地形、海岸及び海岸背後の利用状

況、堆砂の状況、港湾・漁港の浚渫土砂量の有無 

 

 

2.5 調達事情調査 

 

協力準備調査の調査対象地域における労務の現状、資機材の調達事情を調査する。 

（１） 労働を管轄する官庁、労働関係法規 

（２） 建設会社の規模、工事実績、建設機械の保有状況 

（３） 労働時間、労働慣行。当該国の公休日、祝祭日。 

（４） 地方の労働者及び熟練工の調達の難易度 

（５） 資機材の調達事情、輸送手段、輸入資機材については現地代理店の有無等 

（６） 通関手続き等 
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2.6 基本計画 

 

2.6.1 需要予測  

施設等の規模を決定するために各プロジェクトで必要な需要量の現状を調査・分析し、将来

の需要予測を行う。 

 

 

                                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.1 需要量調査（参考資料） 

 

 

 

2.6.2 基本計画の策定 

対象施設の役割、機能等の基本コンセプトを明確にした上で、基本計画を策定するこれらの

検討項目には、表 2.6.1 を参照すること。 

 

表 2.6.1 基本計画策定に係る検討項目（参考資料） 

 
工種 施設規模、施設計画の検討要素等 施設構造の検討、構造諸元等の決定 

・ 設計 CBR 

・ 設計車輌、設計交通需要、設計速度、設計

軸重量 

・ 気象条件、地形、土地利用状況等の整理 

・ 道路法線、舗装厚、舗装形態（コンクリ

ート、アスファルト、砂利舗装等） 

・ 車線数、歩道数、幅員、縦横断勾配、最

小曲率半径等 

  

・ 土質試験、地形、土地利用、 

・ 降水量、排水量 

・ 道路の法面、擁壁、斜面保護工の構造 

・ 排水溝の構造 

(1) 道路 

 照明、植栽、転落防止工、ハンプ、駐車帯、

通信設備構造等 

・地質条件、河川の設計水位、河川の設計流量、

車線数・歩道、幅員、縦横断勾配、荷重条件、

橋梁設置条件(支間割、建築限界、航路限界高)

等 

構造形式（上部工・下部工）、橋長、桁高、桁

本数、支間長、材料構成、落橋防止装置等の

橋梁の仕様 

 

(2) 橋梁 

 取り付け道路、欄干、自動車防護柵等必要な

施設・設備 

(3) 鉄道 ・立地条件（自然状況（地形、地質）、土地利用

状況） 

・輸送計画 

・ 概略の技術基準（線形、土木、軌道、電

化、信号・通信、車両） 

・ 駅配置、地下・地上・高架橋の区分 

・ 配線計画、土木、軌道、電化方式、信号

方式 

・ 車両数、車両基地の計画 

(4) 港湾・空

港 

・自然条件（深浅、波浪、潮位、海象、地質）、

貨物量予測、土地利用・都市・地域計画、背後

航路、泊地、回頭水域計画、土地利用計画(施

設配置計画)、岸壁延長、防波堤延長、護岸延

(1) 需要量調査（現状） 

・ セクターの現状 

・ 計画年次・対象区域 

・ 人口分布、年齢構成 

・ 利用者数または需要量 

・ 対象物へのアクセス時間 

・ 費用負担 

・ その他、既存の統計資料 

・ 利用者意識調査等社会調査 

(2) 需要予測 

・利用者数、需要量等の

将来予測 



2-8 

 

工種 施設規模、施設計画の検討要素等 施設構造の検討、構造諸元等の決定 
 

  

 

産業立地計画等 

設計対象航空機、設計交通量（航空需要予測）、

設計 CBR、設計支持力係数 

長、臨港道路計画等の施設・設備、ヤード舗

装、船舶補助施設、荷役機械、倉庫・管理ビ

ル利用計画 

・舗装区域の区分（滑走路、誘導路、エプロ

ン、オーバーラン、ショルダー等）、計画目標

年度における年間旅客数、ピーク日離着陸回

数、ピーク時旅客数等 

(5) 電力施設 

 

・ 電力分野における「発電」「送電」「配電」

の現状、課題整理 

・ 電力需要と供給の現状と予測、および、既

存施設の稼働状況、供給能力、予備率等 

・ 計画目標年度における必要な設備容量（発

電・変電）、電力系統（送配電）の決定と電

源計画、送電計画、配電計画 

・ 自然条件（立地地点、気象、地形、地質、 

環境条件等） 

・ 電源、送電、配電施設の諸元、構造の決

定 

・ 電源施設：電源の形式（火力、水力、地

熱等）、地点、設備容量、発電量、設備・

諸元構造、燃料輸送施設等 

・ 送配電設備：変電所設備（地点、変圧器

設備容量、形式等）、送電施設（ルート、

送電線容量、鉄塔形式等） 

・ 配電設備：配電施設（ルート、配電線容

量、配電柱形式、変圧器設備容量等） 

(6) 河川・ダ

ム 

*電力施設も

参 照 す る こ

と。 

 河川の治水計画や地域の利水計画、発電計画、

防災計画、砂防計画、流域保全計画 

・ 水需要供給計画・電力需要供給計画 

・ 土石流予測、氾濫原予測、被害予測、 

・ 利水容量、洪水調整容量、発電容量、設計

土砂流入量、設計洪水量 

・ 堤防の設計洪水量 

・ 施設計画地域・地点の住居、土地利用計画、

移転計画 

・ 地形、土質、地質、ダム・堤防・建設材料、

施工性 

 

・ ダム・堤防・砂防ダム諸元・構造（形式・

規模・付帯施設） 

・ ダム: 位置、型式、堤高、堤頂標高、ダ

ム基礎標高、堤頂長、堤体積、常時満水

位、サーチャージ水位、設計洪水位、最

低水位、総貯水量、有効貯水容量、堆砂

容量、付帯施設（仮排水路、取水施設、

余水吐き、ゲート等） 

・ 堤防: 位置、延長、型式、堤防高、設計

高水位、付帯施設（樋管、水門等） 

・ 砂防ダム: 位置、型式、堤高、堤頂標高、

ダム基礎標高、堤頂長、堤体積、堆砂容

量 

各種の基礎的調査 

単位用水量、現況利用量、反覆利用量 

不足水量及び取水量 

計画用水量、計画水位、計画貯水量 

・河川流況等、水源の賦存量、施設建設予定地

点の地形地質 

・計画取水量、計画取水位、計画貯水量、計画

貯水位、計画洪水量 

ダム、頭首工、ポンプ場等の取水施設の 

規模・構造 

 

(7) 灌漑 

水源の種類、地形調査・用地取得状況 

灌漑計画に基づく各分水地点における計画用水

量(分水量)と計画水位 

取水地点から農地までの路線配置 

各水利施設の計画通水量と計画水位 

農業用水路、分水工、調整池、パイプライン、

水路トンネル 等の規模(延長や計画断

面 )・構造 

農業用水路の規模(延長や計画通水量)・構造

を決定する。分水工、落差工、調整池等 

 

(8) 海岸保全 

 

・海岸地形（海浜勾配、汀線の形状、砕波線の

位置、河口砂州の形状） 

・波浪、海岸流、海底地形、漂砂 

・河川からの供給土砂量 

・ 潮汐、水質、海岸侵食の状況（侵食速度、

侵食範囲、 

・ 侵食被害（移転戸数、観光客の減少）、海面

上昇の予測 

・ 保全対策の目標設定 

・ 保全対策の検討 

・ 保全対策施設の種類・規模・諸元 

 

(9) 地下水開 ・地下水ポテンシャル（揚水量、地下水位等） ・計画成功率 
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工種 施設規模、施設計画の検討要素等 施設構造の検討、構造諸元等の決定 
・対象サイト、許容水質範囲、人数/施設 

・対象本数、掘削深度・掘削方式、 

・井戸構造、ケーシング・スクリーン長・種

類 

・ケーシング・スクリーン、ポンプ揚水管の

電気腐食（電食）への対応の必要性 

・使用ポンプ、上部施設仕様、排水処理方法・

仕様 

・揚水量、施設稼動・給水時間 

・水質保全設備（除鉄装置等） 

・運営維持管理方法（ソフトコンポーネント

内容、水管理委員会・組合、水料金、収支

等） 

・スペアパーツの流通状況 

・住民参加方法、代替サイト等 

発 

 

・利用者数、稼動時間、給水原単位、成功率 

・社会状況（住民社会経済・保健衛生状況、維

持管理能力、水料金支払意思・支払可能料金、

既存給水状況、文化・宗教等） 

・水源地点までのアクセス（リグ／支援車両用）

・商業電源使用の場合、三相電源までの距離 

・井戸資材（ケーシング、スクリーン、ポンプ、

揚水管等）電気腐食（電食）の有無／状況 

 

（簡易給水施設） 

・水源数 

・揚水ポンプ動力源 

・附帯施設仕様（機械室、避雷針、施設フェ

ンス等）、配電仕様 

・配水区画・ルート、公共水栓数・規模・仕

様 

・配管網・延長・管種、貯水槽/高架水槽、タ

ンク仕様、盗難対策等。 

(10) 上水道 ・水源ポテンシャル（地下水揚水可能量、河川

最小水量、水利権、他水源） 

・地理条件、地質条件 

・給水区域、給水人口、給水原単位、無収水率、

需要水量、負荷率、時間係数、給水時間  

・原水水質 

・水道行政状況（水道料金等） 

・電力の供給状況 

・都市整備計画、地域計画 

 

 

 

 

 

 

利用水源 

・取水施設（取水方式、既存施設改善方法）

・導水方式（動力・自然流下、管・渠、丘陵・

河川等横断方式） 

・浄水方式（沈殿・ろ過等施設等諸元、排水・

排汚泥処理方式等）、基礎等施設構造 

・送水・配水方式（動力・自然流下、管種･口

径） 

・配水池、高架タンク（容量、水位、構造）

・配水管網整備、給水区域拡張方式 

・給水設備 

・機械･電気設備 

・計装設備 

・水量・水圧の監視・制御方式 

・無収水削減対策 

(11) 下水道 ・処理人口、現状処理区域 

・計画人口、計画汚水量、計画汚濁負荷量・計

画流入水質、処理目標水質 

・計画汚泥量、利用方法 

・自然条件（地形概要、気象条件） 

・河川、湖沼、海域及び水路の概要 

・放流先の現状 

・処理・利用計画 

・電力の供給状況 

・都市整備計画、地域計画 

 

・計画汚水量、計画汚濁負荷量・計画流入水

質、処理目標水質 

・集水システムの検討（合流式・分流式） 

・管路施設（管きょ、伏せ越し、マンホール、

雨水吐、雨水調整池） 

・ポンプ場施設（沈砂池、ポンプ設備、動力

機、内燃機関） 

・水処理施設（沈殿池、反応タンク、消毒設

備、再利用設備） 

・汚泥処理施設（輸送・濃縮・消化・脱水・

乾燥等設備） 

・放流管きょ 

・再利用 

・電気・計装設備 

・試験、管理、環境保全施設 
(12) 建築物

（学校・病院） 

（学校・病院の共通事項）： 

土地形状、地質・地盤状況を調査し、建設地点、

（学校・病院）の共通事項） 

建設地点、基礎構造 
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工種 施設規模、施設計画の検討要素等 施設構造の検討、構造諸元等の決定 
基礎構造を検討  

（学校） 

就学者数、就学者の人口分布 

（学校） 

建設地点・建設規模 

 

（病院）： 

・人口、人口分布、年齢構成、既存病院の位置、

アクセサビリティー 

・疾病の内容、状況 

（病院）： 

・病院の建設地点、規模。 

・病院の構成 

 

 
2.6.3 施設計画 

建設地点、ルート、範囲等に配慮して、施設計画を行う。施設計画の代替案は、必要に応じ

複数案を提示し、比較検討を行うものとする。 

  

 

2.7 プロジェクトの実施体制の把握 

 

  先方政府の実施機関、上位機関及び関係機関の組織・人員、財政・予算及び技術水準等の状

況を把握する。 

 

 

2.8 環境影響評価 

 

   JICA 環境社会配慮マニュアル及び先方政府の環境影響評価に関する法律を遵守して、先方

政府が環境社会配慮を適切に実施することを支援する。 

 

有償資金協力や無償資金協力などの審査の対象となるプロジェクトについては、先方政府

が環境社会配慮の手続きを適正に行っていることが重要であり、調査のプロセスの中で確認

しつつ、必要な支援を行うことが求められる。マニュアルでは、環境への影響度合いにより

カテゴリー分けし、カテゴリーごとに環境社会配慮への支援の方法を提示している。 

 

特にカテゴリーA に分類されるプロジェクトへの支援は重要となる。通常であれば、施設

の計画・設計により、事業の影響範囲が具体化・詳細化するため、適切なタイミングにてス

テークホルダーに対し必要な情報を開示しつつ協議を行うことが重要となる。また、実施し

ない場合を含む複数の代替案を提示して協議を行うことにより、技術面のみならず環境社会

配慮面に考慮しての最適案をつくり上げていくことが肝要である。 

 

 

2.9 経済・財務評価 

 

経済・財務評価は、プロジェクトのフィージビリティ（実現の可能性）を経済・財務面よ

り検証するために実施するものであり、プロジェクトの妥当性の検証の面から重要である。 

      

プロジェクトの経済評価は、国家的見地に立ち、資源の最適配分がなされるようなプロジ

ェクトを選択することを目的としている。そのために当該プロジェクトが国民経済にもたら

す便益と、プロジェクトの実施に必要な費用を計測し、便益と費用を比較して、プロジェク

トの実施が国家経済的な見地から妥当であるかを評価する手法であり、公共投資の効率性を

評価するための手法である。 

 

一方、プロジェクトの財務評価は、プロジェクトの実施主体の立場から、プロジェクトの
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財務的妥当性を評価するものである。収入を伴うプロジェクトについてはその収支、料金設

定の適正さ等が検討され、プロジェクトの収益性が評価される。また、社会セクターなどの

ように収支を伴わない場合にも資金計画等が検討される。 

 

一般に F/S では、経済財務評価の方法として B/C 法、内部収益率法(Internal Rate of 

Return)、正味現在価値法(Net Present Value)などが使用されるが、社会セクターなど収益

性のないプロジェクトでは、これらの数値の算定が難しい場合がある。その場合には、プロ

ジェクトの内容に応じ、効果を計る適切な指標を設定し、プロジェクトの妥当性を検証する

ことが必要になる。 
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第３章 設計 

 
3.1 概 要 

 

本章では、第２章で策定された対象プロジェクトの基本計画、施設計画に基づいて、設計の基

本事項を決定し、概略設計を行う。概略設計に係る標準的な設計フローを図 3.1 に示す。なお、

プロジェクトにより、設計内容が異なることを念頭に置き、当該プロジェクトに必要な設計項目

を選定するものとする。 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

            図 3.1 概略設計の標準的なフロー 

 

 

 

3.2 概略設計 

  

3.2.1 設計計画 

設計作業遂行のための準備作業、（条件の検討、類似構造物の設計資料、設計方針、手順、

設計方法、工程、設計に配慮すべき事項）及び予備的な検討を行う。 

基本事項の決定 

 

概算数量算出 

設計計画 

第 4章 積算 事業費の算出 

概略設計 

（施設計画） 
第2章 調査・計画 

自然条件・社会条件・需要予測 

      ↓ 

基本構想・基本計画・施設計画 

セ
ク
タ
ー
別
設
計
基
準
（
相
手
国
・
日
本
の
基
準
・
国
際
基
準
） 

施工計画 

経済・財務分析 

（EIRR,FIRR 等 ） 

第 3章 設計 
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3.2.2 基本事項の決定 

（１）基本計画で策定された計画施設について、主要な設計条件を確定し、主要寸法、断面、

施設の配置等の基本事項を決定する。構造形式については、必要に応じ、複数の代替案

を検討する。 

 

（２）主要断面について、安全度をチェックする。関連セクターで規定されている標準設計図

書等があれば、これらの図書を適用して、構造諸元を決定することも可能である。 

 

（３）上記、検討結果と現場の状況を考慮して図面を作成する。 

 

土木分野、建築分野の概略設計における一般的な設計図を表 3.2.2 に示す。  

 

 

表 3.2.2 概略設計における作成図面（参考資料） 

 

種別 図面の種類 

土木分野 ① 位置図 

② 全体計画図 

③ 施設計画図 

④ 平面図、縦断図、横断図等 

⑤ 一般図 

⑥ その他 

建築分野 ① 位置図 

② 配置図 

③ 平面図、立面図、断面図 

④ 標準断面図 

⑤ その他 

 

 

 

3.2.3 概算数量算出 

   設計図面により、概算数量を算出する。数量計算結果は、数量計算書にまとめる。 

 

3.3 施工計画 

 

施工方法、施工手順について概略検討を行い、施工計画を行う。 

 

3.3.1 工区分け及び段階施工の検討 

プロジェクトの規模、建設現場の条件、工事期間及び事業効果等を考慮して、必要性があ

ると判断される場合には、工区分け、段階施工の検討を行い、施工計画に反映させるものと

する。 

 

3.3.2 施工方法 

概略事業費の積算にあたっては、プロジェクトの背景・目的・特色を踏まえ、調査対象国

の実情、公共事業の発注形態、施工条件を考慮した上で、実現可能で適切な施工方法を想定

する。 

 

工事の目的・特色、対象国の実情、現地の状況、自然条件、工事内容等の施工条件を十分
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把握し、適切な施工方法に基づき積算を行う。施工方法・工法については、真に日本または

第３国の技術または、これらからの調達等を必要とするものを除き、現地技術者・工事業者

の能力・技術水準、調達可能資機材等を十分勘案した上で、現地施工技術の向上・技術移転

にも配慮したものとすることが望ましい。ただし、事業実施段階において本邦技術活用（STEP）

案件等の特殊な条件を想定して業務を行うものについては、その特色を十分理解した上で計

画することが重要である。特殊な橋梁形式・架設方法や特殊工法を採用する場合は、必要な

仮設設備、仮設用地、施工順序等を検討し、妥当性のある計画をするよう心がけなければな

らない。 

 

3.3.3 仮設計画 

仮設工は、現地の地形、地質、気象、水文・海象等の自然条件、周辺環境、関連法規、そ

の他諸条件を把握した上で、工事の規模・内容、工程計画等との整合性、経済性を考慮して

計画する。 

 

 

3.4 調達計画 

 

概略事業費積算にあたっては、プロジェクトの背景・目的を理解し、調査対象国の実状を把握

した上で、労務、資機材の調達計画を検討する。また、想定される資金協力が決まっている場合

には、その資金協力の定める調達要件、方法などにも留意する必要がある。 

 

3.4.1 労務・資機材の調達計画 

労務は現地調達が原則であるが、対象事業の特色、対象国における人材不足等により現地

での人材調達が困難と判断される場合には、近隣第三国等からの労務（特殊技能工等）の調

達を検討する。 

 

建設工事用資機材については、想定される資金協力の条件により現地調達乃至国際競争入

札での調達等となるが、現地調達が困難もしくは経済的に相当程度不利な場合には、施工・

設置後の維持管理、市場性、経済性を総合的に勘案し、必要に応じて第三国等からの調達を

検討する。また、事業実施段階において本邦技術活用条件（STEP）案件等の特殊な条件を想

定して業務を行うものについてはその条件を十分理解した上で資機材の調達を計画する。 

 

3.4.2 輸送計画 

対象事業の特色、立地条件、調達先等を考慮した上で、工事に用いられる資機材のうち特

に現場への輸送費が概略事業費に大きく影響すると想定される場合は、輸送ルート、輸送方

法等を経済性、安全性の面から総合的に検討し、必要に応じて積算に反映させる。例えば、

道路延長が長く土工量の多い工事等では、掘削残土、埋戻し土、盛土材等の土工材料や砂、

砂利、石材、骨材等は、採取場所、処分場所の位置、運搬方法等により工事費に大きく影響

する場合があるので、十分調査を行い概略事業費積算に反映させる。 

 

3.5 設計・施工監理計画 

 

3.5.1 コンサルタントの設計・施工監理計画 

当該施設の設計および施工監理に必要な要員、設計・施工監理体制について、設計内容、

工事内容、工程計画等に基づき総合的に検討する。 

 

コンサルタントの設計・施工監理費ついて精緻な積算を求められる場合には、コンサルタ

ントの組織、配置、被援助国関係機関、施工業者等、工事関係者間の連絡体制や施工監理に

必要な資・機材、車輌、事務所等の配置および施工管理、品質管理に係る諸手続、時期、監
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理方法等を適切に設定する。 

 

また、要員計画においては、設計・施工監理に必要な設計要員、施工監理要員（日本人、

現地人、その他外国人）の技術レベル・配置体制等を適切に策定する。 

 

注）要員については、想定される資金協力のタイド、アンタイド条件などにも配慮して、検討

する必要がある。 

 

 

3.6 工程計画 

   

  工程計画は、事業実施期間を想定し、矛盾のないように計画する必要がある。工事現場が複

数の箇所に分散するプロジェクトでは、各構造物の施工順序が工程計画に影響するため、各工

事現地の条件を反映する必要がある。また、精緻な検討を求められる場合には、類似工事の実

績等を勘案しながら、以下の事項に適宜留意して概略工事工程表を策定する。 

 

（１）段階施工、工区分け 

（２）資機材の調達時期、製作期間 

（３）工種、施工順序、施工方法、仮設設備の設置・撤去、迂回路の建設・撤去等 

（４）工事規模、数量 

（５）交通規制、近隣環境等による制約 

（６）雨季、年間降雨日数等 

 

工事工程表は、工事項目や工区ごとの工事期間をバーチャートで示すのが一般的である。概

略事業費積算を行うに当たり、工事工程表との整合性にも留意する。 

  

 

3.７ 運営維持管理計画 

 

  建設された施設の運営（運用）、保全及び維持のための管理体制の概略検討を行う。維持管理

組織・人員、点検・修理計画及び料金徴収計画等に留意する。 

 

 
3.８ 積算に必要な基本事項 

 

被援助国における資金協力の建設プロジェクトの工事は、一般に調査から工事に至るまで長期

間を要し、施工条件も過酷であることから、様々な困難を伴うことがある。表 3.3 は、積算に必要な

基本事項を示したものである。 
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表 3.8 積算に必要な基本事項 （参考資料） 

 
種 別 基本事項 

(1)対象工事の内容 工事内容、施工計画（位置、範囲、施設規模、期間、施工方法、仮設

方法）、付帯工事、関連する工事、相手国政府の負担事項 

(2)類似工事実績 工事内容、施工計画（位置、範囲、施設規模、期間、施工方法、仮設

方法）、契約単価、契約形態等 

(3)近隣環境 ・現場周辺の状況、土地利用、既存施設・構造物、地下埋設物 

・工事現場へのアクセス、工事中の迂回路 

(4)地形・地質、気象等 ・現場の地形：地形図（等高線図）、現場の拡大図 

・地盤の状況：現場の柱状図、土質の性状、地耐力 

・温度・湿度：各月の平均、最高、最低 

・ 降水量：時節の変化、日最大、時間最大、年間洪水量、年間降雨

日数 

・ 風速・風向：各月の最大、平均等 

・ 潮位：満潮位、干潮位、最高潮位等 

・ 過去の洪水、ハリケーン、津波、地震、旱魃による被害の範囲等 

 

(5)事業実施機関 ・組織・予算・人員、責任範囲、技術レベル、運営・維持管理体制 

(6)資機材調達 工事用材料の市場価格、建設機械等の価格・リース料等 

(7)用地 施設建設用地、宿舎等の確保条件（相手国負担、借地等）用地補償の

有無。敷地所要面積 

(8)労務・現地業者 労働力の供給基盤、施工業者作業員の熟練度、社会保険、労働時間、

国家の祝日・休日、熟練労働者の能力と信頼性等 

(9)法規・慣習 労働・雇用関連法規、税法、建設関連法規・技術基準・仕様書、関連

する慣習等 

(10)その他 その他、対象事業の特性による必要事項 
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第４章 積算 

 

4.1 概要 

 

本章では、協力準備調査の積算に必要な基本事項を整理し、事業費の積算に関する基本

的な考え方を提示する。 

 

協力準備調査には、事業形態・段階によりいくつかの種類があり、それぞれの事業の段

階によって調査業務が異なるが、設計段階と積算手法のレベルについては一致することを

前提としている。図 4.1 は、設計段階に応じた積算手法のイメージを、２次元の正方形メ

ッシュで表現したものである。事業形態により調査手法や調査結果として求められる成果

のレベルは異なるが、調査種別によって設計段階（Ｙ軸）が下に行くほど、積算手法（Ｘ

軸）のレベルは右に近づき、レベルが細かくなる。すなわち、調査種別が『Pre-F/S』→

『JICA 以外が実施した F/S に基づく資金協力の調査』→『フィージビリティ調査』→『無

償資金協力の事前の調査』となるにつれて、その正方形の辺の長さが小さくなり、図の最

下端および最右端にある実施設計（詳細設計）に基づく事業費積算に近づくというイメー

ジである。 

フィージビリティ調査(F/S)は、必ずしも事業形態もしくは協力形態を特定しないが、

わが国の資金協力に繋がる場合が多い。 

 

このイメージ図の外側に詳細設計に基づく、事業費積算があり、そのメッシュはさらに

小さいものとなると言える。また事業者側が発注し入札等の業者選定を経れば、契約にお

ける事業費の決定（契約金額）ということになる。 
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積算手法 →
概算方式 ＞ 工事単価／契約単価方式 ＞ 複合工事単価方式 ＞ 工事単価積上げ方式

概略事業費

概略事業費(無償)

＜

↓ ＜
＜

本格的なﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査に先立ち行なう簡易な調査(Pre-F/S)

無償資金協力の事前の調査

JICA以外が実施したF/Sに基づく資金協力の調査

基
本

構
構

想
実

施
設

計

設
計
段
階

フィージビリティ調査(F/S)

概
略

設
計

(
無

償
)

概
略

設
計

Pre-F/S

フィージビリティ調査(F/S)

無償資金協力の事前の調査

JICA以外が実施したF/Sに基づく資
金協力の調査

 
 

図 4.1 設計段階と積算手法の関係 
 
 
 
 

協力準備調査における事業費の積算は、原則として本章を適用するが、無償資金協力の

概略設計（無償）においては、これに加えて、本マニュアル補完編（土木分野、建築分野）

（旧『無償資金協力案件に係る概算事業費の積算マニュアル（土木編、建築編）』を改定

したもの）、別冊（機材編）及びコミュニティ開発支援無償資金協力案件に係る概略事業

費積算マニュアル（学校建設編）（試行版）を併せて参照し、活用する。 
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事業費算出に係る作業内容を以下に示す。 

 ･ 事業費の構成の把握、 

･ 概略事業費の積算 

 ･ 積算結果の整理 

 

 
4.2 事業費の構成 

 

建設・調達費、設計管理費等の事業費の構成を、図 4.2.1 に示す。また、有償、無償資

金協力を対象とした事業費の積算項目と費用の内容及び相手国政府の負担項目を表４.2.1

に示した。 
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事
業
費

初
期
投
入
費

建
設
・
調
達
費

設
計
監
理
費

維
持
管
理
費

技
術
訓
練
費

建
設
費

機
材
調
達
費

建
築
建
設
費

土
木
建
設
費

土
木
設
計
監
理
費

工事原価

一般管理費等

直接工事費

間接工事費

施工監理費

建築設計監理費

機材設計監理費

ソフトコンポーネント費

準
備
費

土地収用費

補償費

撤去費

補償

移転先工事費

環境配慮審査(EIA)費

予
備
費 物理的予備費

物価上昇費

事
業
管
理
費

実施設計費

 

 
図 4.2.1 事業費の構成 
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表 4.2.1  事業費の費用項目と資金協力の対象範囲 

資金協力対象 費用項目 

有償 無償 

費用の内容 

事業管理費 ○ ×  相手国政府事業実施機関等の事業執行管理に要

する費用 

 詳細設計図書の照査・承認、施主としての施工監

理（現場視察、各種検査立会い、設計変更等の承

認、事務管理、会議等）等に要する費用である。

なお、事業管理費の建設費に対する率を定めてい

る国もある。 

土地収用費 × ×  基本的に先方政府負担事項。 

補償費 △ ×  土地収用・工事用迂回路確保等に伴う住民移転、

環境保護等で発生する「補償」にかかる費用 

 基本的に先方政府負担事項 

準備費 

環境配慮審査費 △ ×  JICA 環境社会配慮マニュアル及び先方政府の環

境影響評価に関する法律を遵守して、先方政府が

環境社会配慮を適切に実施することを支援する

経費。 

直接工事費 ○  工事に必要な各工種の労務費、材料費、機械経費

等。 

 政府機関が発行している一般工事標準仕様書等

に標準的な工種およびその数量算出法と単価説

明が規定されている国もある。 

 現場事務所・宿舎（政府・コンサルタント用）建

設、移転先整備工事、アクセス道路建設、周辺公

共施設の付け替え等の直接仮設費を直接建設費

で積算する（準備建設費とする）。 

間接工事費 

 

○  共通仮設費、現場管理費が含まれる。 

 共通仮設費は直接的に工事目的物を施工するも

のではなく、間接的に目的物を築造するために各

工事に共通的に必要となる経費。 

 現場管理費は工事の円滑な遂行を図るために工

事現場全体を管理するための費用 

工事

原価 

（撤去費） 

○ 

×  有償資金協力事業内では事業費に盛り込むこと

を検討する場合もある 

 建設費の積算基準に準じ積算する。 

建

設

費 

一般管理費 ○ ○  工事を施工する業者の企業活動を行うために必

要な費用。 

 必要に応じて安全対策費が含まれる場合がある。

建設・ 

調達費 

機材調達費 ○ ○  機材の調達に際し必要となる全ての費用。調達機

材の購入に要する費用だけでなく、輸送梱包費、

調達管理費、一般管理費等の費用を含む。 

初

期

費

用 

設計・

施工監

理費 

実施設計費 ○ ○ 

 

○ 

 地形測量、地質調査、土質調査・試験などの自然

条件調査費、設計及びと入札図書作成等に係るコ

ンサルタントの技術サービスの費用 

 入札の実施および入札評価の補助業務などが含
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資金協力対象 費用項目 

有償 無償 

費用の内容 

まれる国もある。 

施工監理費 ○  

○ 

 入札の実施および入札評価の補助業務などが含

まれる国もある。 

 事業実施段階の施工監理に係るコンサルタント

の技術サービスの費用 

 必要に応じて安全対策費が含まれる場合がある。

物価予備費 予備費 

物理的予備費 

○ △  概略設計の精度、施工条件の変化、調査時点で予

期できない事項等の不確定要素をカバーするた

めの費用。 

 

技術訓

練費 

ソフトコンポーネン

ト費 

△ ○  ハード面を中心に協力対象とした支援に対し、資

金協力として計画した成果を十分に発現した上

でさらに長い期間一定の水準以上に保つ「成果の

持続性の確保」を目的とする技術指導及び必須要

件である相手国政府の継続的な運営維持管理を

促す「相手国側プロジェクトの円滑な立ち上がり

の促進」を目的とする技術指導の実施に必要な費

用 

運営・維持管理費 △ ×  施設や設備・機材の引渡し後に所有者となる相手

国政府側が負担する、当該施設の運営や設備・機

材の維持管理・更新のための費用 

関税・税金 ×   資機材の調達等の際にかかる関税・税金 

建中金利 ○   建設期間中に発生する円借款の金利 

コミットメントチャージ ○   L/A 発行日から貸付完了日までの円借款未貸出残

高に課されるチャージ 

 

技術協力事業費 × ×  施設や設備・機材の導入時における有効性の向上

等を目的とした先方実施機関のキャパシティー

の向上を目的とした事業を技術協力として実施

するために必要な費用 

 

補足事項：付加価値税等について 

わが国資金協力を前提とした事業に掛かる付加価値税等は、国際約束により免税となることが基

本であるが、その他わが国の資金協力を前提としない F/S 対象事業においては、対象国における

税法を遵守することになる。ただし、税法が明確でない場合や煩雑で理解しがたい場合は、カウ

ンターパートや専門家等と協議して、慣習的な簡略化した方法などの適用を探ることも必要であ

る。 
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4.3 事業費の積算 

 

4.3.1 積算方式 

概略事業費の積算方式は、表 4.3.1 に示すように①概算方式、②工事単価（Unit Rate）

方式／契約単価（Pay Item）方式、③複合工事単価（見積徴取）方式及び④工事単価積上

げ方式の4つの方式がある。事業費は、コンサルタントが最も適切であると判断する積算

方式をJICAと協議して決定する。 

 

 

(1) ①、②の方式で積算を行う場合、データ不足や信頼性が足りないと判断される場合 

には、簡易な積み上げ方式や③複合単価方式、④の工事単価積み上げ方式により補完 

することができる。 

 

(2) ①、②の方式で積算を行う場合、建設費の占める割合が高い工種（コンクリート工 

事・鉄筋工事・型枠工事等々）については、工種別の数量を算出し、現地調査で収集

した一位代価（現地の労務費を使用）等により比較検討が必要となる場合があること

に留意する。 
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表．4.3.1 積算方式の分類 

   
 概 要 備 考 

①概算方式 
（契約実績総金額方
式) 
 

実際に事業として行なわれた
工事契約の総計契約金額レベル
で収集したデータを構造物別、
形式別等の区分で整理し、統計
的な処理によりその傾向を分析
したうえで、施設ごとに建設費
等の工事費を算出して、概略事
業費として積算する方式。 
 

事業費総額の把握、予算の確保
に有効であり、データを蓄積し内
容を分析することが肝要となる。
施設当たり建設費(事業費)とも

言うべき積算方法。 
[####,###円／学校] 
[####,###円／橋梁] 
[####,###円／道路 km] 
[####,###円／灌漑区 ha] 
 

②工事単価（Unit 
Rate）方式／契約単
価（Pay Item）方式 

工事単価方式（契約単価方式）
は、実際に行なわれた工事契約
における完成工事単価データな
いし契約単価データをもとに、
工事内容、工事位置、現地状況
等の施工条件や市場動向を考慮
して、主要工種ごとに単価を設
定し、概略の建設費を算出する
方式。 
単価として設定した金額に、

間接費が含まれていないことを
確認する。間接費が含まれる場
合には留意が必要。 
 

実際の契約単価（実績値）がベ
ースであることから、積算結果は
実状に近くなる。 
 

③複合工事単価（見
積徴取）方式 

事業を実施しようとする国・
地域において、計画の事業内容
に照らし、工種を想定した上で、
現地コンサルタントもしくは現
地ゼネコン･サブコン等々から
徴取した工種別見積りを根拠と
して、作成した設計図面に基づ
く拾い数量（設計数量・積算数
量）に乗じ、工種すべてを合算
して概略事業費を算出する方
式。 
 

複合工事単価とは、工事単価積
上げ方式において算定する事業
費積算の最小単位（労務費・資材
(材料)費・労務／機械歩掛り）と
しての一位代価が複合されてい
ると考えられることから「複合工
事単価」と呼ぶものである。 
 
工事段階で想定される全ての工

種について、協力準備調査段階で
見積を徴取することは困難であ
ると判断されることから、現地調
査段階で徴取できない部分の複
合単価(見積単価)の設定方法に
留意が必要となる。 

④工事単価積上げ方
式 
 

労務単価・資材費・機械損料
及びそれら歩掛りにより一位代
価を算定して、作成した設計図
面に基づく拾い数量（設計数
量・積算数量）に乗じ、工種す
べてを合算して概略事業費を算
出する方式。 
 

 

被援助国の調達事情（例えば、
実績が少なく、国内に建設業等の
市場形成の未成熟な国等の場合）
によって、事業費積算の最小単位
から積上げて全体事業費を積算
しなければならない場合に有効
である。 
最小単位の一位代価における歩

掛りについては、ほぼ日本の官公
庁（国土交通省が最有力）の基準
による場合が多く地域により補
正を掛けて実情を反映すること
に留意が必要。 
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①求められる設計・積算精度・前提条件
②契約方式
③入札対象者等
　 を勘案し、積上げ方式による積算の
　 可能性を含めて検討する必要性の有無

（２）工事単価方式
/契約単価方式
現地事情、市場価格
等を加味し主要工種
ごとに工事単価を設定

（１）概算方式
過去の工事契約金額
データを構造物別、形
式別等の区分で整理
し、統計的手法等によ
りその傾向を分析し、
単価を設定。

（３）見積聴取方式
/複合工事単価
複数の見積単価のう
ち最安値を適用

（４）工事単価積上
げ方式

 
　

一位代価を算定

拾い数量を乗じて
最小単位で代価作

成

無

無

工種区分の設定

工種区分ごとの
見積方式の決定

「ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｲ調査」を内容とする協力準備調査と無償資
金協力を前提とした協力準備調査では設計・積算の前提
条件が異なることから工種区分の設定等も異なる。

建設費の算出(工種別)

－建設費の算出のイメージ－

　工種Ａ：工事単価方式／契約単価方式
　工種Ｂ：工事単価方式／契約単価方式
　工種Ｃ：複合単価（見積徴取）方式
　工種Ｄ：工事単価積上げ方式

有
該当要件を満た
す完工工事単価
／契約単価デー

タの有無

対象部分に関す
る設計図面（積
算数量）の有無

現地での当該要
件を満たす見積
り聴取の可能性

を勘案
該当用件を満た
す完成工事単価
／契約単価デー
タの入手可能性

を勘案

有

無

無 有

 
 

 

 

図 4.3.1 積算方式決定フロー 

 

 

4.3.2 共通事項 

(1) 使用言語 

報告書本文及び添付資料として提出するものに関しては、原則として報告書と同じ言

語を使用するものとする。ただし、積算の根拠となる詳細資料、バックアップデータ等

に関しては、規定しない。 



4-10 

 

(2) 数値単位・計算基準 

国際単位系（SI）が世界的に普及しているが、被援助国によっては旧単位系や独特の

単位系が使用されている。我が国になじみが薄いものに関しては、国際単位系への換算

方法を明示することとする。なお、数量の計算数位に関しては、対象国における慣習等

もあり、常識的な範囲（例えば有効数字３桁程度）であれば精度的に問題ないと判断で

きるので、特に規定しない。 

 

(3) 通貨 

概略事業費積算に用いる通貨単位は、円・米ドル・ユーロ等の国際的な通貨と現地通

貨による表示を基本とする。なお、通貨換算は公的為替レートを使用するものとし、採

用した為替レート、日付等を明示する。 

 

(4) 外貨・内貨の区分 

必要に応じて外貨・内貨の区分を示すものとする。 

 

4.3.3 事業管理費 

事業管理費は、相手国政府事業実施機関等の事業執行管理に要する費用で、詳細設計図

書の照査・承認、施主としての施工監理（現場視察、各種検査立会い、設計変更等の承認、

事務管理、会議等）等に要する費用である。なお、事業管理費の建設費に対する率を定め

ている国もある。 

 

4.3.4 準備費 

  基本的には先方政府実施機関の見積額を適用する。 

 

4.3.5 建設費 

(1) 直接工事費 

   主要工事、その他の工事について、4.3.1 に記載してある積算方式により直接工

事費を算出する。 

 

(2) 間接工事費 

間接工事費は、共通仮設費と現場管理費からなる。共通仮設費と現場管理費は、そ

れぞれの比率を考慮して算出することも可能である。 

  

(3) 一般管理費 

  一般管理費率より算出する。 

 

4.3.6 機材調達費 

  機材調達費の積算は、見積単価を基本とする。具体的には、輸送梱包費や一般管理        
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費などのすべての経費を含めた目的地渡しの機材単価（CIP: Freight/Carriage＆ 

Insurance paid to named point of destination)により積算する。ただし、輸送梱包

費等を別途抽出して算定、計上する必要がある場合には、その理由を提示することに

より、適宜、抽出して積算する。 

 

4.3.7 設計・施工監理費 

  詳細設計・施工監理費は、事業実施段階におけるコンサルタントの技術サービス（詳

細設計および施工監理）に要する費用である。詳細設計費には、通常、地形測量、地

質調査、土質調査・試験などの自然条件調査および入札図書作成が含まれる。また、

場合によっては、補足交通量調査や社会調査などが含まれることもある。 

国によっては、さらに入札の実施および入札評価の補助業務などを詳細設計業務とし

て含めることもある。フィージビリティ調査対象事業の詳細設計・施工監理費は、工

事費に対する割合で求める場合が多い。 

 

 4.3.8 予備費 

  概略設計の精度、施工条件の変化、調査時点で予期できない事項等の不確定要素を

カバーするために物理的予備費（Physical Contingency）として事業費に対する割合

を予備費として計上する。また、物価上昇、為替変動等に伴う費用増加に対する物価

上昇予備費（Price Contingency）は、資金供与機関のマニュアル等を参考にして、

建設費及び設計・施工管理費に対する率を適用する。  

 

4.3.9 ソフトコンポーネントの費用 

無償資金協力を想定した事業の実施計画において、ソフトコンポーネントを実施す 

ることとした場合は、必要とする経費を別に定める「ソフトコンポーネント・マニュ

アル」に基づき適正に算定する。 

 

4.3.10 先方政府の負担費用 

二国間援助においては、援助国が被援助国（相手国）に対して当該国の自助努力及

びオーナシップ（Ownership）を求める意味から、相手国側負担事項を求める場合が

ある。相手国側負担費用の代表的なものには、無償資金協力では、事業管理費、準備

費、運営維持管理費がある。これらの費用は、調査結果を踏まえて適切に算出する。 

 

4.4 運営維持管理費 

 

資金協力事業実施の妥当性を検討する上では運営維持管理費も重要な要素である。先

方政府負担による運営が計画されている施設については、その経費負担が相手国政府実

施機関の予算規模に比して十分負担可能なレベルであるかの確認を要する。 
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4.5 積算結果の整理 

 

積算結果は、事業費概要表にまとめる。 表 4.5.1(1)に、フィージビリティ調査対

応の概略事業費（有償）概要表を、表 4.5.1(2)に、無償資金対応の概略事業費（無償）

概要表を示す。 

 

表 4.5.1 (1) 概略事業費（有償）概要表（参考資料） 
 

項目 種別 金額 摘要

[1] 建設費

直接工事費 機材調達費、撤去費を含む

[2] 設計・施工監理費
ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ費、技術協力事業費を含
む

(1) 設計費

(2) 施工監理費

[3] 予備費

(1) 物価上昇予備費 （[1]+[2]）×◎1　%

(2) 物理的予備費 （[1]+[2]）×◎2　%

[4] 事業管理費

[5] 準備費

(1) 土地収用費

(2) 補償費

[6] 税金

[7] 金利等

(1) 金利

(2) コミットメントチャージ

［8］ 合計  
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表 4.5.1 (2) 概略事業費（無償）概要表 （参考資料） 

 

項目 種別 金額 摘要

[1] 建設費

(1) 土木建設費

1)工事原価

　①直接工事費

　②共通仮設費 ①×○○％＋積上げ

　③現場管理費 (①＋②)×△△％＋積上げ

2)一般管理費等 (①＋②＋③)×◎◎％

(2) 建築建設費

1)工事原価

　①直接工事費

　②共通仮設費 ①×●●％＋積上げ

　③現場管理費 (①＋②)×▲▲％＋積上げ

2)一般管理費等 (①＋②＋③)×■■％

[2] 機材調達費

(1) 調達原価

1)機材費

2)輸送梱包費

3)据付工事費等

4)調達管理費

(2) 一般管理費等 ( 1)＋2)＋3)＋4))×▽▽％

[3] 設計・施工監理費

(1) 設計費 積上げによる

(2) 施工監理費 同上

[4] ソフトコンポーネント費

(1) ソフトコンポーネント費 積上げによる

小計

[1] 事業管理費

[2] 準備費

(1) 土地収用費 概算額

(2) 補償費 同上

(3) 撤去費 同上

小計

合計

無償資金協力対象項目

先方政府負担項目

※ 著しく物価変動が想定される等、予備費が必要と考えられる案件については、
　　　 別途検討する。
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第 5章 成果品 

 
5.1 概要 

 
本章では、第 2 章から第 4 章の結果を踏まえて作成する成果品の構成と内容を示す。

なお、成果品は、「協力準備調査」として作成する全体の成果品ではなく、契約書に定め

られた「調査報告書」等の『成果品』の基となる、もしくは、一部をなす設計及び積算

作業により生成される成果品を示す。 
 
5.2 設計 

 
設計の基本条件及び結果等を設計総括表にまとめる。また、概略設計により作成され

る図面集を成果品とする。土木分野、建築分野の一般的な図面成果品の標準例を以下に

示す。なお、図面縮尺は、工種や構造物の規模を考慮して、各セクターで定められて技

術基準、設計要領等を参照して設定する。図面集における各種図面の用紙サイズは、Ａ3
版サイズとし、判読が可能なものが望ましい。 
 CAD データにより作成している場合は成果品に電子データを添付する。      

 
5.2.1 土木分野 

 （１）位置図  
プロジェクト区域と建設予定地点の位置関係を地形図に示した図面。 

 （２）全体計画図  
基本構想、基本計画で作成する全体計画図。施設計画の最適案、代替案（比較案

等）を地形図に記載した全体施設計画図。  
（３）施設計画図 
（４）平面図、横断図、縦断図等。 
（５）一般図 

 （６）その他 
  
5.2.2 建築分野 

（１） 位置図  
プロジェクトの敷地と計画施設の位置を地形図上に示した図面。 

（２） 配置図 
計画施設を敷地内に配置した図面。 

（３） 平面図 
（４） 立面図 
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（５） 断面図 
（６） 標準断面図 
   実施設計における矩計図の基となるべき図面。 
（７） 設備計画図 

設備のシステムの概念を示すダイヤグラム図   
 

なお、基礎形式の決定に使用した土質柱状図（ボーリング結果）等は、調査報告書

の添付資料として掲載する。 
 
 

過去の無償資金協力基本設計調査及び開発調査（フィージビリテイ調査）等における

縮尺を調査した結果は、表 5.2 のとおり。 
 
            表 5.2 図面縮尺の事例（参考） 
 

図面種類 
 

過去の調査における一般的な縮尺 
   

全体計画図 縮尺 1/100～500 程度、なお、大規模施設にあっ

ては縮尺 1/1000～5000 とするケースもある。 
施設配置図 縮尺 1/100～500 程度、なお、大規模施設にあっ

ては縮尺 1/1000～5000 とするケースもある 
平面図、横断図、縦断図 縮尺 1/100～500 程度、なお、大規模施設にあっ

ては縮尺 1/1000～5000 とするケースもある。ま

た、水道管路・送電線網などの場合はさらに縮

尺するケースもある。横断図･縦断図に関しては

水平・垂直方向で縮尺を変えるケースもある。 
一般構造図 概ね、躯体の主要構造寸法、部材厚及び材質が

明確となる程度で、1/50～1/500 程度 
 

5.3 積算 

 
概略設計に基づいて積算した結果は、積算総括表にまとめる。また、無償資金協力

の“事前の調査”による積算結果は、上記、積算総括表にまとめる他、本マニュアル

の補完編(土木分野あるいは建築分野)並びに別冊（機材分野）を参照してまとめるもの

とする。 
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5.4 総括表 

 
5.4.1 積算総括表 

設計総括表は、プロジェクトの主要施設など設計の条件、考え方、結果など、設計

のアウトラインを確認できるよう取りまとめる。設計総括表の事例を以下に掲載する。 
 

報告書参照ページ

4.1
1)　地形測量 P　○○

2)　地質調査 P　○○

3) 河川調査 P　○○

4) 住民意識調査 P　○○

計画・設計条件
P　○○

P　○○

主要構造物の諸言
1) 下水処理場 P　○○

2) ポンプ場 P　○○

3)下水管路 P　○○

4)排水路 P　○○

5.4

下水処理水放流部堤防の安定
計算（円弧すべり）

P　○○

P　○○

開水路（鉄筋コンクリート）幅　4.0m　x　高さ
2.5m, 延長5km。

5. 設計

5.2

5.1

5.3

国土交通省、河川砂防技術基準（案）

管径　300mm～500mm　（HDPE)、　総延長　50km。

降雨強度：30mm／hr。　排水路計画流量　10m3/s。

ポンプ排水量　1.5m3/s。

付帯構造物等

6.　特記事項（設計上の問題点、課題等）

安定性の検討（検討内容、
検討結果等）

5.6

3.1

○○国　下水道施設建設計画

日本下水道協会：下水施設計画・設計指針と解説。

上位計画、裨益地域の人口
等：

気候・気象（気温、降水量
等の時節の変化を含む）：

地形・地質（低平地、丘陵
地、山地等の区分、地表、
地盤の状況）：

下水道整備区域は、河川の氾濫原で沖積層が堆積している湿地帯である。　区域内
の各所には溜池が見られる。

対象地域(500ha）の下水を中央処理場に集めて処理し、河川へ放流する。　設計施
設は、排水路　延長5.0km、下水管路の敷設　延長50km、下水処理場及びポンプ場。

実施した調査（地形測量、土
質、水質調査等）

協力準備調査　設計総括表　（参考資料）

需要予測（各種予測値等）

3.設計の前提条件（要点を簡潔に記述する）

2　設計概要

3.2

3.3

3.4

夏季の気温は25℃～40℃、冬季は、5℃～12℃。　年降水量は800mm。　7月～9月が
モーンスーン期で、年降水量の60％がこの時期に集中する。

1.分野:　下水道

EIRR :16.2%, FIRR:14.0%

4.調査・計画

適用した設計基準

遮水管及び排水路ルートの縦断、横断測量。ポンプ
場、処理場予定地の平面測量。

事業評価（経済・財務評
価、技術、環境。社会評価
等）

3.5

P　○○

安定化池：100m　x　100　深さ　2.5m。　法面：コン
クリートブロック張り（勾配1:1.5）

流入工・貯水槽・吸水層（鉄筋コンクリート構造）、
排水樋管(鉄筋コンクリート）：2.0m　x2.0m、延長
80m。

ポンプ場予定地及び処理場予定に：ボーリング、標準
貫入試験、室内試験。土質調査報告書　P.　○○参照

処理水放流地点の河川水位及び流量調査。水質調査。

○○報告書　P. 参照

安全率：　Fs＝1.5　

処理水放流部　河川護床工（捨石工）。

上位計画（10ヵ年開発計画）：水供給を１００％まで引き上げる。　衛生設備を全
人口の70％まで整備する。

P　○○

P　○○
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報告書参照ページ

4.1
1)　地形測量 P　○○

2)　地質調査 P　○○

3) 設計CBR調査 P　○○

4) 住民意識調査 P　○○

計画・設計条件
P　○○

P　○○

主要構造物の諸元
1) 道路 P　○○

2) 橋梁 P　○○

3)安全施設 P　○○

4)休憩施設 P　○○

5.4

舗装厚 P　○○

擁壁　斜面安定計算
（円弧すべり） P　○○

協力準備調査　設計総括表　（参考資料）

1.分野:　道路 ○○国　幹線道路整備計画
2　設計概要

○○国際東西回廊を形成する幹線国道(l=150km)の拡幅及び改良。

3.設計の前提条件（要点を簡潔に記述する）

3.1 上位計画、裨益地域の人口
等：

上位計画（国家10ヵ年開発計画）：幹線国道の改良を完成させる。地方道路も含
め舗装率を50%とする。

3.2 気候・気象（気温、降水量
等の時節の変化を含む）：

夏季の気温は25℃～40℃、冬季は、5℃～12℃。　年降水量は800mm。　7月～9月
がモーンスーン期で、年降水量の60％がこの時期に集中する。

3.3 地形・地質（低平地、丘陵
地、山地等の区分、地表、
地盤の状況）：

ほとんどの区間が良質な地盤となっている。渡河区間2箇所(1箇所は200m幅であり
渡船区間、1箇所は30m程度で旧橋が存在）。

3.4 需要予測（各種予測値等） 2008年調査時　日交通量　23,456台/日（PCU換算　19,876PCU/日）
2018年予測　　日交通量　32,109台/日（PCU換算　24,680PCU/日）

3.5 事業評価（経済・財務評
価、技術、環境。社会評価
等）

EIRR :16.2%, FIRR:14.0%
当該計画による移転住民数は210世帯であり、PAPは先方政府が作成予定（○年○月頃）

4.調査・計画

実施した調査（地形測量、土
質、水質調査等）

休憩施設建設予定地(2箇所）の平面測量。道路予定
地に関しては衛星写真の利用。

橋梁建設予定地、休憩施設建設予定地：ボーリン
グ、標準貫入試験、室内試験。最終報告書P.oo参照

10箇所実施。

　最終報告書　参照

5. 設計

5.1 適用した設計基準
AASHTO

○○国道路設計基準

安全率：　Fs＝1.5　＞1.2　

5.2 設計速度：60km/hr　計画交通量　32,000台/日
　　　　　　　　　（ピーク率：K=12.5%、重方向率：D=54.5%）

設計最大軸重量　　○○t

5.3 計画交通量等から片側2車線に決定
道路幅18m（3.5×4車線、中央分離帯2m、路肩0.5m
×4）

250m １橋(別途、橋梁総括表作成）、30m 1橋

ガードレール設置、スロープ部にはハンプ設置

5ha～7ha　程度　駐車場、休息施設、トイレ

6.　特記事項（設計上の問題点、課題等）

1期目(橋梁２基下部工、道路改良50km）、2期目（橋梁2基上部工、道路60km）、3期目(道路50km）
擁壁において一部、逆T擁壁を採用したが、現地に基準がなく、道路構造令を用いることとした。

P　○○

P　○○

P　○○

付帯構造物等
照明、標識、排水溝、緑化施設。

5.6 主要構造物等の決定根拠
（検討内容、検討結果等）

※特に構造上特記すべきも
のについて記述する。

設計CBR、設計軸重累計通過回数、最大軸重量から
舗装厚を決定
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報告書参照ページ

4.1
1)　地形測量 P　○○

2)　地質調査 P　○○

3) 波浪調査、水質調査 P　○○

4) 住民意識調査 P　○○

計画・設計条件

P　○○

P　○○
主要構造物の諸元

1) 岸壁 P　○○

2) 用地 P　○○

3)泊地 P　○○

3)防波堤 P　○○

5.4

防波堤安定計算（滑動） P　○○

岸壁安定計算（円弧すべり） P　○○

6.　特記事項（設計上の問題点、課題等）

1期目(防波堤マウンド、防波堤ケーソンI製作、岸壁下部工）、2期目（防波堤ケーソンI据付、ケーソン製作
II、岸壁整備I）、3期目(防波堤ケーソン据付、岸壁整備II、用地工）
防波堤は沈下を0.5mと推定しており、その分のかさ上げが必要。

付帯構造物等
臨港道路、港湾管理施設、税関・検疫施設、港湾保安設備

5.6 主要構造物等の決定根拠
（検討内容、検討結果等）

※特に構造上特記すべきも
のについて記述する。

安全率：　Fs＝1.5　＞1.2
※ケーソン製作の経済性から断面を決定した

安全率：　Fs＝1.3　＞1.2　

5.2 岸壁　水深-14m、2バース（600m）
用地　6ha(600×100m）
泊地　転回水域　２L(600m）確保

防波堤　H=6.0、HWL=2.1　より　天ば高 h=6.0×1.0+2.1=8.1m

5.3 水深-14m、2バース（600m）　鋼管杭式
1バースあたりガントリークレーン２基(合計４基）
設置

アスファルト舗装

-14m,2L(600m）の転回スペース確保

ケーソン混成提、消波ブロック 50t（Kd値 8.4）

5. 設計

5.1 適用した設計基準
○○国　港湾技術指針

港湾の技術上の指針

実施した調査（地形測量、土
質、水質調査等） 港湾背後地の平面測量

防波堤及び岸壁予定地：ボーリング、標準貫入試
験、室内試験。最終報告書p.00参照

波浪調査は気象データを活用、水質調査は港内5箇
所、港外2箇所で実施

　最終報告書　参照

3.5 事業評価（経済・財務評
価、技術、環境。社会評価
等）

EIRR :16.2%, FIRR:14.0%
自然環境　防波堤計画地点に藻場があり、喪失分について人工藻場造成を行う計画と
なっている。

4.調査・計画

3.4 需要予測（各種予測値等） 2008年調査時　コンテナ取扱量　60万CPU/年
2018年予測　　コンテナ取扱量 180万CPU/年 P　○○

P　○○

3.3 地形・地質（低平地、丘陵
地、山地等の区分、地表、
地盤の状況）：

やわらかい粘性土(-10～-30m, N値<5,-30m前後に基盤層あり）、岸壁計画地点の
水深は-5m～-14m
海底勾配　1/100

P　○○

3.2 気候・気象（気温、降水量
等の時節の変化を含む）：

夏季の気温は25℃～40℃、冬季は、5℃～12℃。　年降水量は800mm。　7月～9月
がモーンスーン期で、年降水量の60％がこの時期に集中する。
沖波　H0=9.2m(南西方向）高波は7月～9月モンスーン期に発生

協力準備調査　設計総括表　（参考資料）

1.分野:　港湾 ○○国　○○港湾整備計画

2　設計概要
○○国の中枢港湾である○○港のコンテナターミナル（-14m岸壁）の整備及び防
波堤延伸、泊地拡幅及び改良。

3.設計の前提条件（要点を簡潔に記述する）

3.1 上位計画、裨益地域の人口
等：

上位計画（国家10ヵ年開発計画）：中枢港湾２港で大水深岸壁を整備し、国際競
争力を強化する。
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 5.4.2 積算総括表 

積算総括表には、積算の条件、考え方、結果などの積算のアウトラインを簡潔にま

とめる。積算結果の妥当性の検証の参考情報として、可能な限り現地の実績施工単価

や過去の類似プロジェクトの施工単価を調査し、参考情報として総括表に含める。但

し、施工単価などの情報を記載する際には、調査した施工単価がどの様な仕様・条件

のものであるかなど、数字の根拠となる背景・情報についても必要に応じ記載する。

積算総括表の事例を以下に掲載する。 
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